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1. 研究目的 

放射線計測学分野において国際的な測定の不確かさの考え方の適用等の計量学的な取り
扱いが近年標準的になりつつある一方で、化学分析分野に含まれる同位体分析等では必ず
しも同じ測定の不確かさの考え方に応じて評価を行っているわけではない。このため、放射
能の定量評価を行う際に、原子核から放出される崩壊による放射線の計測による手法によ
るものと、原子数を計数することによる同位体分析等によるものとで、評価値に付随する値
の不確かさの表現方法が必ずしも一律のものとなっていない。 

そこで、本研究では、両者の評価を通じて得られる放射能濃度の値が同一の信頼性をもっ
てその不確かさが付されていることを確認するための関連分野も含めた知見の蓄積を目的
とする。  
 
2. 研究内容 

2.1 放射線計測と同位体分析に係る不確かさ評価の検討 

測定分野において国際的に JCGM 100「Evaluation of measurement data Guide to the 
expression of uncertainty in measurement」（以下、「GUM」という。）1 を基準文書として、
不確かさの評価がなされるようになっており、放射線計測分野では関連する特性値である
決定しきい値、検出限界、包含区間の上下限といった値の定義を ISO 11929 シリーズ
「Determination of the characteristic limits (decision threshold, detection limit and limits of 
the coverage interval) for measurements of ionizing radiation」2-6 にて、規定されており、国
内でも近年適用が進められており、原子力規制関係ではクリアランスの審査基準 7 において
もこの考え方が導入されている。 

一方で同位体分析分野においても GUM の適用はすすめられているものの、ISO 11929 
とは異なった方法で精度管理等が行われており 8、同位体分析から得られた評価値に付され
る精度評価の指標は必ずしも、放射線計測分野における測定の不確かさと同一のものでは
ない。こうした両分野の計測、分析手法の差異を評価し、そこから得られる分析値を同様の
評価指標で確認するための知見の蓄積を実際の試験等を通じて行った。 
 
2.2 周辺分野、最新技術への適用性評価 

放射線計測分野において国際的な測定の不確かさの考え方が普及しつつあるものの、そ
の適用は、現時点では国内においては廃棄物を対象としたものが中心となっている 7。放射
線防護等も含めた周辺分野及びその最新の計測分析技術に対してまでも国内では普及がさ
れているわけではないことから、そうした周辺技術に対する今後の影響を評価するための
知見を蓄積した。 
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3. 実施方法 

3.1 同位体分析と放射線計測に係る不確かさ評価の検討 

同位体分析に係る放射能評価値を得るまでの一連のプロセスを可視化するとともに、そ
れぞれのプロセスで発生する不確かさがその最終的な評価値の不確かさにどのように合成
され、影響するかについて、関連する基準文書の調査を行った上で、実際の実験等を通じて
知見を蓄積した。その際、同分野において実施されている従来の手法と、放射線計測分野に
おいて行っている手法との比較を各段階において明確にするとともに、その差異について
放射線計測分野においても反映すべき事項の有無を留意しながら研究を進めた。その結果
として、国家計量標準に紐付いた値のトレーサビリティについて、不確かさを付した形でど
のように確保するかについての知見を蓄積した。このために、東京大学に設置されていた原
子力規制庁所有の誘導結合プラズマ質量分析計及び関連する機器を産業技術総合研究所の
環境創生研究部門に移設した。 
 
3.2 周辺分野、最新技術への適用性評価 

上記で得られた知見について、放射性廃棄物以外も含めた放射線計測、特に放射線防護及
び最新の放射線計測技術に対する影響を評価し、それらに対する知見を蓄積した。このため
に原子力規制庁は、被測定物の特性評価のための放射線発生装置及び関連する機器を産業
技術総合研究所の分析計測標準研究部門に設置した。 
 
4. 研究実施分担 

 

項目 
原子力
規制庁 

産業技
術総合
研究所 

東京大
学 

東京都
市大学 

3.1 同位体分析と放射線計測に係る不確かさ評価
の検討 

  
  

プロセスの可視化、基準文書の調査、クリアラン
ス確認の放射線計測でとられる手法との比較 

◎ 〇 〇 〇 

同位体分析分野の手法の評価 〇 〇 ◎  

放射線計測分野の手法の評価 〇 〇  ◎ 

同位体分析の実施 〇 ◎ 〇 〇 

3.2 周辺分野、最新技術への適用性評価 ◎ 〇 〇 〇 

◎：主実施者、〇：実施者 
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5. 共同研究参加者 

区分 氏  名 所属部局・職名 本研究における役割 

原子
力規
制庁 

酒井宏隆 
 
 
柚木彰 
 
高橋宏明 
 
森泉純 
 
澁谷憲悟 
 
 
吉居大樹 

 

 

深井惠 
 
伊豆本幸恵 
 
山本康太 
 
仲宗根峻也 
 

技術基盤グループ・ 
上席技術研究調査官（廃棄・廃
止措置担当） 
同・主任技術研究調査官 
 
同・主任技術研究調査官 
 
同・主任技術研究調査官 
 
同・主任技術研究調査官 
 
 
同・副主任技術研究調査官 
 
 
同・技術研究調査官 
 
同・技術研究調査官 
 
同・技術研究調査官 
 
同・技術研究調査官 

研究の統括 
 
 
研究の統括の補佐 
 
同位体分析関係の担当責任者 
 
放射線防護計測分野への影響評価
の担当責任者 
放射線計測関係、最新技術適用への
影響評価の担当責任者 
 
クリアランス関係の研究内容との
調整、最新技術適用への影響の実施 
 
同位体分析関係の実施 
 
放射線防護計測分野への影響評価 
 
同位体分析関係の実施 
 
放射線計測関係及び最新技術適用
への影響評価の実施 

産業
技術
総合
研究
所 

槇納好岐 
 
 
藤原健 
 
 
木村大海 
 
 
松本哲郎 

環境創生研究部門・ 
主任研究員 
 
分析計測標準研究部門・グルー
プリーダ 
 
同・研究員 
 
 
同・主任研究員 

3.1 の同位体分析試験の実施 
 
 
3.2 の被測定物の特性評価に係る試
験の実施 
 
3.2 の被測定物の特性評価に係る試
験の実施 
 
3.2 の放射化試験に係る評価 
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真鍋征也 
 
増田明彦 
 
原野英樹 
 

 
同・研究員 
 
同・主任研究員 
 
同・研究グループ長 
 

 
3.2 の放射化試験に係る評価 
 
3.2 の放射化試験に係る評価 
 
3.2 の放射化試験に係る評価 
 

東京
大学 

平田岳史 地殻化学実験施設・ 
教授 

同位体分析の検討に対するレビュ
ー 

東京
都市
大学 

河原林順 
 
 
武内 威 

理工学部原子力安全工学科・ 
教授 
 
東京都市大学大学院総合理工
学研究科共同原子力専攻・博
士前期課程 

放射線計測関係の検討、放射線防護
計測分野の影響評価に対するレビ
ュー 
放射線計測関係の検討、放射線防護
計測分野の影響評価に対する調査、
実験の実施 

 
 
6. 研究実施工程 

年 度 
 
項 目 

令和５年度 令和６年度 

上期 下期 上期 下期 

(1) 放射線計測と同位体分析に
係る不確かさ評価の検討 

  

 

 

(2) 周辺分野、最新技術への適用
性評価 

  
 

 

 
 
 
 
 

誘導結合プラズマ質量分析計移設 
 

文献調査、事前検討 

測定・評価及び検証 

実験・評価及び検証、対象の拡大 

放射線発生装置導入 
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7. 成果概要 

原子力規制庁は、放射線計測及び同位体分析から得られる放射能濃度の値が同一の信頼
性をもってその不確かさが付されていることを確認するための関連分野も含めた知見の蓄
積を目的とし、国立研究開発法人産業技術総合研究所、国立大学法人東京大学及び学校法人
五島育英会東京都市大学と共同研究を実施し、以下の成果を得た。 

 検検量線法による定量分析及び同位体分析における測定の不確かさをそれぞれ実験的
に評価することで、不確かさ要因についての基礎的知見を得た。従来の放射能測定で検
量線に相当するのは放射能に対する測定器の指示値の直線性であるが、バックグラウ
ンド放射線の影響や測定器の計数損失、いわゆる数え落としの影響がない範囲では直
線性が大きくずれることはない。そのため低レベル放射能測定の際も、放射能と指示値
の関係は、測定が容易な比較的高い放射能で求めている。一方、化学分析では測定しよ
うとする対象の濃度付近で検量線を作成することが多い。そのため対象濃度が低い場
合など検量線の持つ不確かさを適正に評価しないと、正しい測定の不確かさが得られ
ない。実際、最小二乗法による検量線の不確かさを考慮するだけでは、定量値の不確か
さを 3 倍程度過小評価する場合があり、繰り返し測定により、検量線の各測定値のば
らつきも評価に加える必要があることが分かった。同位体分析における測定の不確か
さについては、四重極型誘導結合プラズマ質量分析計の(i)パルスカウンティングモー
ド（信号強度 104 s-1）、(ii)アナログモード（信号強度 107 s-1）及び(iii)多重検出器型誘
導結合プラズマ質量分析計での同位体比測定値のばらつきを比較し、(ii)では(i)よりも
ばらつきが 10 倍近く悪化すること及びばらつき 0.1%以下を達成するためには(iii)が
必要であることが分かった。さらに、放射線計測用の放射性標準溶液では放射性物質が
安定して溶液中に存在できるように過剰量の安定同位体を担体として添加することが
多い。しかし、同位体分析では、試料中に過剰量の安定同位体が共存すると、放射性同
位体の測定を妨害する場合があるため、担体の使用は制限される。このように、 従来
の放射能測定と、化学分析による放射性物質量の測定には様々な違いがあり、試料の前
処理を考慮した不確かさ評価、検量線法以外の分析手法に係る不確かさ評価等が必要
であることが明らかになった。 

 金属、プラスチックが混合したクリアランス対象物を想定し、放射線計測の結果(s-1）
を放射能(Bq)へと換算する換算係数について、従来用いられてきた換算係数の設定手
法に代わる手法を考案し、その実効性をシミュレーションにより検証した。その結果か
ら、従来用いられてきた換算係数に代わる新しい換算係数を作成するに当たっての留
意事項を整理した(1)。さらに、本手法を実施するために必要な材料弁別技術として X 線
CT に着目し、特に検出器側にて特定の光子エネルギーに着目して画像再構成を行うフ
ォトンカウンティング CT について検討し、材料弁別技術の適用性とその課題につい
て整理した(2,3,4)。これらの成果は今後の不確かさ評価における基礎データとして活用
されることが期待される。 
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